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平成平成平成平成 13131313 年年年年 3333 月期月期月期月期 個別中間財務諸表の概要個別中間財務諸表の概要個別中間財務諸表の概要個別中間財務諸表の概要 平成 12年 10 月 23 日

上 場 会 社 名　日立電線株式会社　　　　　　　　　　　　　上　場　取　引　所　　東・大
コ ー ド 番 号　5812　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県         　　東京都
問 合 せ 先　責任者役職名　　　総 務 部 長
　　　　　　　　　　氏　　　　名　　　鈴村　慎一郎　　　　　　ＴＥＬ　　(03)5252-3261
決算取締役会開催日　平成 12年 10 月 23 日　　　　　　　　　　　　中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　平成 12年 12 月 8 日

１．１．１．１．12121212 年年年年 9999 月中間期の業績月中間期の業績月中間期の業績月中間期の業績（平成 12年 4 月 1 日～平成 12 年 9 月 30 日）
 (1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額表示は、百万円未満切捨て）

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

12年 9月中間期
11年 9月中間期

　　　　百万円　　　 ％
 156,000      (  13.1)
 137,921      (△13.3)

　　　　百万円　　　 ％
　 8,986      ( 303.8)
　 2,225      (△43.6)

　　　　百万円　　　 ％
　 9,239      ( 199.1)
　 3,089      (△24.4)

12 年 3月期  294,194 　 9,926 　 7,822

中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益

12年 9月中間期
11年 9月中間期

　　　百万円  　　 ％
 3,455      ( 160.7)
 1,325      (△36.5)

円 　銭
　　　　  9　 25
　　　　  3　 52

12 年 3月期  4,110          10   93
　(注) ①　期中平均株式数　　12 年 9 月中間期　普通株式 373,435,848 株　　優先株式　　―株
　　　　　　　　　　　　　　 11 年 9 月中間期　普通株式 376,423,848 株　　優先株式　　―株
　　　　　　　　　　　　　　 12 年 3 月期　　　普通株式 376,200,692 株　　優先株式　　―株
　　　 ②　会計処理の方法の変更　　　無
　　　 ③　売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 配当状況
1株当たり
中間配当金

1株当たり
年間配当金

12年 9月中間期
11年 9月中間期

円 　銭
   5   00
   5   00

円 　銭
       －
       －

12 年 3月期        －    10  00

(3) 財政状態
総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

12年 9月中間期
11年 9月中間期

　　　　　百万円
   348,819
   307,459

　　　　　百万円
   185,495
   159,180

　　　　　　％
        53.2
        51.8

　　　　 円　　銭
　　　496    73
　　　422    88

12 年 3月期    320,885    165,815         51.7 　　　444    03
　（注）期末発行済株式数　　12 年 9 月中間期　普通株式 373,435,848 株　　優先株式　 ―株
　　　　　　　　　　　　　　11 年 9 月中間期　普通株式 376,423,848 株　　優先株式　 ―株
　　　　　　　　　　　　　　12 年 3 月期　　　普通株式 373,435,848 株　　優先株式　 ―株

２．２．２．２．13131313 年年年年 3333 月期の業績予想月期の業績予想月期の業績予想月期の業績予想（平成 12年 4 月 1 日～平成 13 年 3 月 31 日）
1株当たり年間配当金

売　上　高 経 常 利 益 当期純利益 期　末

通　期

　　　　 百万円
    
  325,000

　　　　百万円
   
  18,600

　　　　百万円
    
   7,000

　　　円　　銭
    
     5    00

　　　円　　銭
    
    10    00

　　（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 18 円 74 銭
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１．中間貸借対照表１．中間貸借対照表１．中間貸借対照表１．中間貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

前年中間期 前期 当中間期 前年中間期 前期 当中間期
　　科　　　　　目 （平11.9.30

        現在)
（平12.3.31
         現在)

（平12.9.30
         現在)

　　科　　　　　目 （平11.9.30
         現在)

（平12.3.31
         現在)

（平12.9.30
         現在)

〔資産の部〕 〔負債の部〕
　流 動 資 産         164,075 172,819 159,212 　流 動 負 債         72,457 80,009 82,967

　　現 金 及 び 預 金 6,746 13,991 19,860 　　買 掛 金        27,980 34,379 33,878
　　受 取 手 形 13,977 14,589 13,604 　　短 期 借 入 金        23,959 25,628 25,717
　　売 掛 金 66,981 76,092 76,013 　　未 払 金        4,520 4,350 6,811
　　有 価 証 券 37,582 24,771 3,202 　　未 払 法 人 税 等        1,160 2,303 3,496
　　前 渡 金 1,738 868 634 　　未 払 費 用        9,074 9,439 9,819
　　製 品 7,697 7,797 7,851 　　前 受 金        2,672 1,887 1,387
　　材 料 3,256 3,723 3,818 　　預 り 金        2,700 1,667 1,603
　　仕 掛 品 22,013 21,770 22,663 　　その他流動負債        388 353 253

繰 延 税 金 資 産 - 1,363 1,987
　　その他の流動資産 4,452 8,270 10,155 固 定 負 債 75,821 75,060 80,356

　　貸 倒 引 当 金 △370 △420 △580 社 債 37,798 37,798 37,798
長 期 借 入 金 10,907 11,107 10,714

　固 定 資 産         143,383 148,066 189,606 退職給与引当金 27,115 26,154 -

有形固定資産 100,150 98,742 103,981 退職給付引当金 - - 24,628

　　建 物 32,602 32,624 33,595 役員退職慰労引当金 - - 1,094
　　構 築 物 3,357 3,158 3,033 繰 延 税 金 負 債 - - 5,772
　　機 械 装 置 46,763 45,306 46,172 その他の固定負債 - - 348

　　車 両 運 搬 具 186 168 171 負 債 合 計 148,278 155,069 163,324

　　工 具 器 具 備 品 6,029 5,983 5,779
　　土 地 8,751 8,797 8,920 〔資本の部〕
　　建 設 仮 勘 定 2,459 2,675 6,307 資 本 金 25,940 25,940 25,940

　　 法 定 準 備 金 36,175 36,175 36,175

資 本 準 備 金 29,690 29,690 29,690
無形固定資産 1,276 1,251 1,302 利 益 準 備 金 6,485 6,485 6,485

　　施設利用権等 1,276 1,251 1,302
剰 余 金 97,064 103,699 105,178

投資等 41,956 48,072 84,323 海外投資等損失準備金 19 11 -

　　子 会 社 株 式        14,709 14,950 15,230 特別償却準備金 306 177 161
　　投 資 有 価 証 券 9,082 10,508 52,617 固定資産圧縮積立金 596 346 402
　　長 期 貸 付 金 4,806 2,338 2,663 圧縮特別勘定積立金 63 36 -
　　繰 延 税 金 資 産        - 6,703 - 別 途 積 立 金 89,500 89,500 89,500
　　その他の投資等 13,387 14,230 14,942 中間（当期）未処分利益 6,578 13,627 15,114
　　貸 倒 引 当 金 △30 △660 △1,130 (うち中間(当期)純利益) (1,325) (4,110) (3,455)

その他有価証券評価差額金 - - 18,200

資 本 合 計 159,180 165,815 185,495

　資 産 合 計         307,459 320,885 348,819 負債及び資本合計 307,459 320,885 348,819
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２．中間損益計算書２．中間損益計算書２．中間損益計算書２．中間損益計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

前年中間期（Ａ） 前　　期 当中間期（Ｂ） B/A
科　　　　目 平 11.4. 1 から 平 11.4. 1 から 平 12.4. 1 から （％）

平 11.9.30 まで 平 12.3.31 まで 平 12.9.30 まで

　営 業 損 益
売　　　　上　　　　高 １３７，９２１ ２９４，１９４ １５６，０００ １１３

　　　売 上 原 価 １１７，４１１ ２４７，２６４ １２８，０６５ １０９
　　　販売費及び一般管理費 １８，２８４ ３７，００４ １８，９４９ １０４

 営 業 利 益 ２，２２５ ９，９２６ ８，９８６ ４０４

　営 業 外 損 益
　　営 業 外 収 益 ３，２９９ ３，６０８ ２，１１０ ６４
　　（受取利息及び配当金） （１，２７２） （１，８２５） （１，４９２） １１７
　　（雑 収 益） （２，０２７） （１，７８２） （　　６１８） ３０
　　営 業 外 費 用 ２，４３５ ５，７１２ １，８５７ ７６
　　（支払利息及び割引料） （６２９） （１，２０３） （　　６６６） １０６
　　（雑　　  損  　　失） （１，８０６） （４，５０９） （１，１９０） ６６

 経 常 利 益 ３，０８９ ７，８２２ ９，２３９ ２９９

〔 特　別　損　益　の　部 〕
　　特 別 利 益
　　（有 価 証 券 売 却 益         ）

－
（－）

３，５３５
（３，５３５）

４９１
（４９１）

－
－

　　特 別 損 失
　　 (退職給付会計基準変更時差異)               

　　（適格退職年金過去勤務費用償却額）
　　（ 事 業 整 理 損 失 ）           
　　（投資有価証券評価損失）
　　 (貸倒引当金繰入額 )           
　　  

１，０６３
（－）

（１，０６３）
（－）
（－）

             （－）

４，７７４
（－）

（２，１２７）
（２，０００）

（－）
（６４７）

４，００３
（１，９４３）

（－）
（１，１８８）
（３９８）
（４７４）

３７６
－
－
－

　   －
－

　税引前中間(当期)純利益 ２，０２５ ６，５８２ ５，７２７ ２８３

　法人税、住民税及び事業税 ７００ ２，４１０ ３，６００ ５１４
　法 人 税 等 調 整 額            － ６２ △１，３２８ －
　中間（当期）純利益 １，３２５ ４，１１０ ３，４５５ ２６１

　前 期 繰 越 利 益 ５，２５３ ５，２５３ １１，６５８ ２２２
　過 年 度 税 効 果 調 整 額            － ８，１２９ － －

　税効果会計適用に伴う            
　積立金及び準備金取崩額            － ４１４ － －

　中 間 配 当 額 － １，８８２ － －
　自 己 株 式 消 却 額            － ２，３９７ － －
中間（当期）未処分利益 ６，５７８ １３，６２７ １５，１１４ ２３０
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３３３３. . . . 中間財務諸表作成の基本となる事項中間財務諸表作成の基本となる事項中間財務諸表作成の基本となる事項中間財務諸表作成の基本となる事項

　１．有価証券の評価方法及び評価基準
　子会社及び関連会社・・・移動平均法に基づく原価法
　その他の有価証券
　　時価のあるもの・・・・中間決算日の市場価格に基づく時価法
　　時価のないもの・・・・移動平均法に基づく原価法

　２. デリバティブの評価基準
　　　時価法
　３．棚卸資産の評価方法及び評価基準

　製品、仕掛品、主要材料及び副材料・・・・・・総平均法に基づく低価法
　４．有形固定資産の減価償却方法

　建物及び建物附属設備・・・・・定額法
　そ　　　 の 　　　他・・・・・定率法

　５．貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
　　　より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
　　　を計上することとしております。
　６．退職給付引当金は、従業員の当事業年度における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
　　　づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しており、会計基準
　　　変更時差異（3,886 百万円）については、当事業年度に全額費用処理することとし、その
　　　半額を当中間期の特別損失に計上しております。
　７. 役員退職慰労引当金は内規による必要額を計上しております。
　　　なお、役員退職慰労引当金は、商法第２８７条ノ２の規定による引当金であります。

　８. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
    　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
    　として処理しております。
　９. リース取引の処理方法
　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
    　については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
    　当中間期における支払リース料は 339 百万円、未経過リース料中間期末残高相当額は
    　1,300 百万円であります
１０. ヘッジ会計の方法
　　　固定利付社債の一部に金利スワップ取引を利用し金利を変動化しており､ヘッジ手段に係
　　　る繰延ヘッジ損益は､当該社債とは区分して計上し､繰延償却法により当該社債に係る利息
　　　費用の発生に対応するように各期の損益に配分しております。

（中間貸借対照表に係る注記）（中間貸借対照表に係る注記）（中間貸借対照表に係る注記）（中間貸借対照表に係る注記）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔前年中間期〕  　　　 〔前　期〕　　　　〔当中間期〕

１． 有形固定資産減価償却累計額　　　216,423 百万円　　　217,300 百万円　　　221,463 百万円

２． 保証債務（保証予約を含む。）　　　 1,355 百万円　　　 10,797 百万円　　　  8,589 百万円

３．当中間期のその他の流動資産には、自己株式 19 百万円が含まれております。

　　（自己株式の数　12,675 株）
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４４４４. . . . 有価証券有価証券有価証券有価証券（平成12年9月30日現在）

１.子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
　　　　　　　　　　中間貸借対照表計上額　　　　　　　　　時価　　　　　　　　 差額
　　　子会社株式　　　　　　 2,309 百万円　　　　　4,836 百万円　　　　 2,527 百万円
　　　関連会社株式　　　　　　　－ 百万円　　　　　　 － 百万円　　　　　　－ 百万円

２.その他有価証券で時価のあるもの
　　　　　　　　　　　　　　　　取得原価　　中間貸借対照表計上額　　　　　　　　差額
　　　株式　　　　　　　　  11,495 百万円　　　　　42,875 百万円　　　　31,380 百万円
　　　


